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第５編 緊急対処事態への対処

１ 緊急対処事態の事態想定

道国民保護計画においては、国の基本指針に基づき、緊急対処事態として、

以下に掲げる事態例を対象として想定する。（第１編第６章２再掲）

(1) 攻撃対象施設等による分類

① 危険性を内在する物質を有する施設等に対する攻撃が行われる事態

ア 事態例

(ｱ) 原子力事業所等の破壊

(ｲ) 石油コンビナート、可燃性ガス貯蔵施設等の爆破

(ｳ) 危険物積載船への攻撃

(ｴ) ダムの破壊

イ 被害の概要

(ｱ) 原子力事業所が攻撃を受けた場合の主な被害

大量の放射性物質等が放出され、周辺住民が被ばくする。

汚染された飲食物を摂取した住民が被ばくする。

(ｲ) 石油コンビナート、可燃性ガス貯蔵施設が攻撃を受けた場合の主な

被害

爆発及び火災の発生により住民に被害が発生するとともに、建物、

ライフライン等が被災し、社会経済活動に支障が生じる。

(ｳ) 危険物積載船が攻撃を受けた場合の主な被害

危険物の拡散による沿岸住民への被害が発生するとともに、港湾及

び航路の閉塞、海洋資源の汚染等社会経済活動に支障が生じる。

(ｴ) ダムが破壊された場合の主な被害

ダムが破壊された場合には、下流に及ぼす被害は多大なものとなる。

② 多数の人が集合する施設、大量輸送機関等に対する攻撃が行われる事態

ア 事態例

(ｱ) 大規模集客施設、ターミナル駅等の爆破

(ｲ) 列車等の爆破

イ 被害の概要

大規模集客施設、ターミナル駅等で爆破が行われた場合、爆破による

人的被害が発生し、施設が崩壊した場合には人的被害が多大なものとな

る。
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(2) 攻撃手段による分類

① 多数の人を殺傷する特性を有する物質等による攻撃が行われる事態

ア 事態例

(ｱ) ダーティーボム等の爆発による放射能の拡散

(ｲ) 炭疽菌等生物剤の航空機等による大量散布

(ｳ) 市街地等におけるサリン等化学剤の大量散布

(ｴ) 水源地に対する毒素等の混入

イ 被害の概要

(ｱ) 放射性物質等

ダーティーボムの爆発による被害は、爆弾の破片及び飛び散った物

体による被害並びに熱及び炎による被害等である。ダーティーボムの

放射線によって正常な細胞機能がかく乱されると、後年、ガンを発症

することもある。

小型核爆弾による被害は、当初は主に核爆発に伴う熱線による熱傷、

その後は放射性降下物や中性子誘導放射能による放射線障害等である。

(ｲ) 生物剤（毒素を含む。）による攻撃

生物剤は、人に知られることなく散布することが可能であり、また、

発症するまでの潜伏期間に感染者が移動することにより、生物剤が散

布されたと判明したときには、既に被害が拡大している可能性がある。

毒素の特徴については、化学剤の特徴と類似している。

(ｳ) 化学剤による攻撃

一般に化学剤は、地形、気象等の影響を受けて、風下方向に拡散し、

空気より重いサリン等の神経剤は下をはうように広がる。また、特有

の臭いがあるもの、無臭のもの等、その性質は化学剤の種類によって

異なる。

② 破壊の手段として交通機関を用いた攻撃等が行われる事態

ア 事態例

(ｱ) 航空機等による多数の死傷者を伴う自爆テロ

(ｲ) 弾道ミサイル等の飛来

イ 被害の概要

主な被害は施設の破壊に伴う人的被害であり、施設の規模によって被

害の大きさが変わる。

攻撃目標の施設が破壊された場合、周辺への被害も予想される。

爆発、火災等の発生により住民に被害が発生するとともに、建物、ラ

イフライン等が被災し、社会経済活動に支障が生ずる。
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２ 緊急対処事態への対処

国民保護法では、緊急対処事態及び緊急対処保護措置に関して、第１７２条

から第１８２条で責務や役割など基本的事項について、武力攻撃事態等の場合

と同趣旨の規定を置くとともに、第１８３条で武力攻撃事態等及び国民保護措

置に関する規定を準用している。

緊急対処事態は武力攻撃事態等におけるゲリラや特殊部隊による攻撃等と類

似の事態が想定されることから、知事等は、次の事項及び「３ 緊急対処事態

における警報の通知及び伝達」を除き、緊急対処事態への対処について、武力

攻撃事態等への対処に準じて行う。

【緊急対処事態への対処から除かれる事項】

① 国の対策本部長の総合調整に関する事項（第３編第２章１(7)②）

② 内閣総理大臣の是正の指示に関する事項（第３編第４章第２の８(7)）

③ 生活関連物資等の価格安定などに関する事項（第３編第１０章１、２）

④ 赤十字標章などの交付及び管理に関する事項（第３編第１２章）

３ 緊急対処事態における警報の通知及び伝達

緊急対処事態においては、国の対策本部長により、攻撃の被害又はその影響

の及ぶ範囲を勘案して、警報の通知・伝達の対象となる地域の範囲が決定され

ることを踏まえ、知事等は、緊急対処事態における警報については、通知及び

伝達の対象となる地域を管轄する機関、当該地域に所在する施設の管理者及び

当該地域をその業務の範囲とする指定地方公共機関等に対し通知及び伝達を行

う。

緊急対処事態における警報の通知及び伝達については、上記によるほか、武

力攻撃事態等における警報の通知及び伝達に準じて、これを行う。


